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令和６年３月１日 



 
公 売 公 告 

 

令和６年度やまなし支障木等活用型システム販売公売を次のとおり行います。ついては、

あらかじめ内容熟覧のうえ入札に参加してください。 

なお、本見積もりにおける採用の効果及び当該契約の締結は、令和６年４月１日以降に

効力を生じるものとします。 

また、支障木等活用型システム販売の案内、公売の内容、その他不明の点については、

担当者までお尋ねください。 

 

１ やまなし支障木等活用型システム販売の概要と入札留意点 

（１） 概 要 

県有林で発生する間伐材や工事支障木などの低付加価値材を安定的に供給する

ことにより、その利用促進を図ることを目的としています。 
 

（２） 入札留意点 

この公売では、令和6年度に管内で発生が見込まれる販売物件の内容を、樹種及

び丸太規格区分（以下「各区分」という。）ごとに別紙明細書のとおり概数で示します。

入札は、各区分の予定材積に購入希望単価を乗じた総額で行い、その総額が県評

定の予定価格を上回り、最も高い価格を提示した者を落札者とします。 
 

（３） 概数単価契約及び精算 

この販売方法は、落札者と概数単価契約を結び、売買予定金額を納入した後に、

現実物件に対して、売払単価を用いて売払いを行います。 

各区分の売払単価は、各区分の県評定単価に、入札時の値開き率を乗じた金額と

します。 

《売払単価決定事例》 

 

最終精算時に、実績積上げ額が既納入金額を下回る場合は、差額を返金します。 

なお、予定材積は見込み数量であるため、実際とは異なる場合があります。 

 

２ 売払物件の番号および所在地 

別紙明細書のとおり。 

 

３ 伐採・搬出の条件 

諸法令による制限行為の定めを遵守してください。 

箇所ごとの条件については、その都度担当と協議してください。 

区分 
県評定単価 

（円/m3） 

予定材積 

（m3） 

予定価格 

（円） 

落札価格 

（円） 

税抜き売払単価 

（円/m3） 

県評定単価×値開率 

樹種A 5,000 20m3 10万円  7,500 

樹種B 2,000 50m3 10万円  3,000 

合計   
20万円 

 

30万円 

【値開率1.5倍】 
 



４ 売払物件の搬出期間 

箇所ごとの条件については、その都度担当と協議してください。 

 

５ 入札場所および日時 

＊受付時間に遅れた場合は、入札に参加できませんのでご注意ください。 
公売執行 

月日 
入札場所 執行者 受付 入札開始 開札 

一般公売 

3月14日 

（木） 

西八代郡市川三郷町 

高田111-1 

西八代合同庁舎 

2階 大会議室 

峡南 

林務環境事務所長 

9時40分 

～ 

9時55分 

10時00分 
入札終了

後即時 

峡南林務環境事務所      県有林課 経営担当  TEL ０５５－２４０－４１８７ 

 

６ 入札参加資格        

（１）山梨県物品等競争入札参加資格者名簿「森林整備（７０－３）」及び「木材買入（５１－

３）」の業種へ登録した者とします。入札日には「物品等競争入札参加資格審査結果

通知」及び別紙「誓約書」を持参してください。ただし、地方自治法施行令第１６７条の

４第２項各号の規定に該当すると認められる者でないこととします。 
 
（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６

号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと又は法人であってその役員

が暴力団員でないこととします。 
 
（３）この公告の日から開札の日までの間に、山梨県物品購入等契約に係る指名停止等措置

要領（平成１０年４月１日）に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でないこと

とします。 

 

７ 入 札 保 証 金 

免除します。（山梨県財務規則第１０８条の２第２項適用） 

ただし、落札者が契約を締結しないときは、入札金額の１００分の５に相当する違約金を

徴収します。 

 

８ 入 札 

消費税抜きの価格で入札してください。 

 

９ 契 約 保 証 金 

免除します。（山梨県財務規則第１０９条の２第４項又は第５項適用） 

ただし、契約者が納入期限までに売買代金を完納しないときは、延滞違約金（遅延損害

金）の徴収、又は契約解除し契約金額の１００分の１０に相当する違約金の徴収を行いま

す。 

 

１０ 契約締結期間 

令和６年４月１日（月）～令和６年４月１２日（金） 

 

１１ 代金納入および担保提供期限 

契約締結の日から３０日以内とします。 

 



１２ 代 金 延 納 

概数契約のため認めません。 

 

１３ 郵 便 入 札 

   認めます。この場合は公売を執行する林務環境事務所に入札書を公売執行の前日

（前日が閉庁日の場合は、その直前の開庁日）の午後５時までに到着するよう書留で郵

送してください。なお、「立木入札書在中」と明記してください。 

 

１４ 代 理 入 札 

この場合委任状に委任者の入札参加証を添付し、公売を執行する林務環境事務所に

提出してください。 

                                                   

１５ 再 入 札 

初回において入札しなかった者及び無効の入札をした者は再入札に参加できません。 

 

１６ 遵 守 事 項 

入札者は公売を執行する林務環境事務所において契約書案を了承し、山梨県恩賜

県有財産管理条例、同施行規則及び入札心得書を遵守してください。 

 

１７ 入 札 の 無 効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、入札条件に違反した者の行っ

た入札、入札者に求められる義務を履行しなかった者の行った入札、その他山梨県財務

規則（昭和３９年山梨県規則第１１号。以下「規則」という。）第１２９条各号のいずれかに該

当する入札は、無効とします。 

 

１８ そ の 他 

落札者が契約締結までの間に「６ 入札参加資格」に掲げた参加資格のうち、一つでも満

たさなくなった場合は契約を締結しません。また、この場合において、県は損害賠償の責め

を負わないものとします。 
                                                                  
                                                                  
                                                                  
                                                 
                                               



（別紙） 

 

 

誓    約    書 
 

 

私は、下記の事項について誓約します。 

なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。 

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用

することに同意します。 

 

記 

 

１ 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

（１） 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 

（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若

しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 

（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記

（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結してい

る者 

２ １の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は

個人ではありません。 

 

 

令和  年  月  日 

 

林務環境事務所長 殿 

 
            〔 法人、団体にあっては事務所所在地 〕 

 

住  所                            
             〔 法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名 〕 

 

（ふりがな） 

氏  名                         ㊞  

 

 

生年月日 （大正・昭和・平成・令和）   年  月  日 
 
 
 
 
 



別紙明細書

やまなし支障木等活用型システム販売　見積用　樹種別内訳表（概数・素材）

長級
区分

末口径級
区分

予定材積

(m) (㎝) (m3 )

峡南 352 管内全域
すぎ 用材 4.0 16～20 30.00

引渡し期限
令和7年3月31日

搬出期限
物件毎に定めます。

小計 30.00

ひのき 用材 4.0 16～20 30.00

小計 30.00

からまつ 用材 4.0 18～22 20.00

小計 20.00

あかまつ 用材 4.0 18～22 10.00

その他

小計 10.00

(公売条件)

小計 0.00

用材計 90.00

小径木(針) ﾁｯﾌﾟ等 150.00

小径木(広) ﾁｯﾌﾟ等  10.00

小径木計 160.00

計 250.00

所別
公告
番号

場所 樹　種 用　途 備　　考

1.林地の保全に十分配慮し必
要に応じて措置を講ずること。

2.残存する末木枝条について
は、伐採区域内全体において
分散処理すること。

3．集材積込作業、搬出経路
等については、林務環境事務
所と協議すること。

　今回の公売は、発生が見込
まれる物件（概数）を想定し、
土場売り素材価格を予定価格
としています。

　ここに記載されている数量・
条件は、あくまでも見積用とし
ます。

　各区分の売払単価は、各区
分の県評定単価に、入札時の
値開き率を乗じた金額としま
す。

※予定単価は、
市場価逆算法によ
り
算出していますが、
山土場での保管
状態等をふまえ
材質品等を下げた
市場価を用いてい
ます。
また、運材距離は
40kmを想定してい
ます。


